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自治労県職労の2011春闘
労働条件改善、臨任非常勤制度の見直し、公正労働基準の確立に取組みます

人員増、過重労働の撲滅、「適正」かつ効率的な経理執行の確立、メンタル不全対策の推進
2011春闘における自治労県職労の課題

（１）要求課題の前進（重点要求を裏面に記載）
①来年度は職場からの具体的な人員要求を積み上げ、早い時期から人員確保闘争に取り組みます。春闘期は各支部・協議会と連携し、各職場の人事異動後の実態把握に努めます。

②業務の見直し・業務フローの簡素化追求
③本庁組織の再編、出先機関の組織再編の問題点の把握と改善要求
④「残業ゼロ革命」の問題点の把握と意見反映
⑤現場の負担を軽減できる「適正」かつ効率的な経理執行の確立に向けた要求前進

⑥メンタルヘルス対策強化に向けた一層の提案・関与
（２）県関係職場における公正労働基準の確立
①均等待遇原則に基づく臨時的任用職員・非常勤職員等の賃金大幅引上げと福利厚生制度の充実

②行政補助員制度・非正規雇用制度の抜本的見直し
③県主導第三セクターにおける県職員と同等の賃金・労働条件の確保
④県が発注する事業の委託料・指定管理料などにおいて、雇用の安定を前提とし、県職員と同等の賃金・労働条件等を積算根拠にする労働条件改善
（３）人事制度改革に対する取り組み
①人事評価システムの検証と問題点の提起

②「人事制度改革」に対する問題点の整理と要求の反映
（４）予算編成期に向けた取り組み
①人員と業務量見直しについて新年度早期に検証を行い、過重な職場に増員を求める。

②予算増を伴う要求は、早期に支部・協議会単位で交渉を行い、予算に反映させる。
2010春闘の具体的取り組み
（１）春季要求交渉の実施

・県労連要求提出交渉　　　　 3月10日

・県労連回答交渉　　　　　　 4月14日
・県労連人事委要求提出交渉　 3月10日
・県労連人事委回答交渉　　　 4月14日
・自治労県職労要求提出交渉　 4月16日
・自治労県職労回答交渉　　　 4月中旬
（２）自治労全国統一行動への参加
自治労本部の指令に基づき、２月にストライキ批准投票を実施し批准しました。

公務員連絡会全国統一行動日である3月11日に朝ビラ配布行動を実施します。
（３）集会への積極的参加
３月10日（木）開催の神奈川二者共闘2010春闘総決起集会（大通公園）に積極的に参加します。

（４）組織強化・拡大の取り組み
この間、組合員の拡大を最重要課題と位置づけ、展開してきましたが、今後、自治労県職労の総力をあげて組織強化・拡大に取り組みます。すでに団塊世代の大量退職により組合員が減少しています。退職者を上回る加入者を獲得する必要があり、引続き自治労県本部の支援を受けながら、組織体制の強化をめざします。
2011年度春季重点要求（案）
基本賃金について

○神奈川県関係職場で雇用されている全ての労働者の最低賃金について、月額161,600円、日額は8,080円、時間額は1,040円とすること。

過重労働の撲滅について

○全庁に共通した次の超過勤務要因を解消すること。

・恒常的に超過勤務が行われている職場には、必要な人員を配置すること。

・予算調整について、時間外に亘ることのないよう予算調整課を指導すること。

・議会対応について、これまでの管理調整会議等における申し合わせ事項を再度徹底すること。

・いわゆる「調査もの」について、時期や内容の重複を避けるなど、関係部署に徹底すること。

・経理執行について、現場の負担を軽減するよう、制度及び運用を改善すること。

○時間外勤務手当については、人事院「超過勤務の縮減に関する指針」および厚生労働省「労働時間の適正な把握のために講ずべき措置に関する基準」「賃金不払い残業の解消をはかるために講ずべき措置等に関する指針」を遵守し、実効性のある時間外労働規制策や実際の労働時間の把握方法について労使で協議・策定をし、確認内容について協定化をはかること。また、必要な時間外労働手当・休日労働手当財源を確保し、時間外労働・休日労働への不払いを撲滅すること。

「残業ゼロ革命」について

・「残業ゼロ」を理由に、時間外勤務予算の削減や配当の抑制を行わないこと。

・時間外勤務申請の「入力抑制」を行わないよう徹底すること。

・「残業ゼロ」を実現するために、業務の抜本的な見直しとともに、残業をせずに済む適正な人員配置を行うこと。

人員について

○この間の人員削減について、前提となる業務量削減が確実に履行されているか検証し、業務量の削減を上回る人員削減が行われた所属について早急に人員配置を行うこと。
○欠員は正規職員をもって早急に解消すること。

メンタルヘルス不全対策について

○メンタルヘルス不全による療養休暇、休職については、当事者の着実な復職支援、周囲の職員の負担軽減の観点から、常勤職員を充てること。当面、休職明けの一定期間について臨任職員を継続すること。

○職員健康管理センターに産業医を責任者とするチームを設け、組合との協議を含め、発症予防、早期発見、早期ケア、早期復職サポートの枠組みによる総合的なメンタルヘルス不全対策を確立すること。

○健康診断時の問診票をもとに、現状を統計的に分析調査し、的確な対策のための基礎資料として活用すること。

○リハビリ勤務中の公務災害・通勤災害問題の解決の為、損害保険等の加入について検討すること。

人事評価システム・人事制度改革について

○人事評価システム導入時の「いたずらに差をつけるものではない。人材育成のための制度である。」との確認どおり、誰もが納得し、やる気になる評価となっているか検証し、検証結果に基づき適正に運用すること。

○キャリア開発支援における研修について

・2010年度において研修を受講できなかった職員については、2011年度に優先的に受講させること。

・現場で事業を行っている職員が受講できるよう年間を通じて受講機会を増やすこと。

・2011年度の研修が終了した時点で検証を行い、対象者全員が必要な単位を取得できなかった場合には、昇格要件の経過措置を延長すること。

行政システム改革について

○本庁組織再編について、予算、庶務等の内部管理事務は各部筆頭課に人員を配置の上で集約すること。

○一方的な職業能力開発施設の指定管理の検討については、到底容認できるものではなく中止すること。

○第三セクター等、県関連組織職員の賃金・労働条件について「県準拠」を口実に一方的な切り下げを行なわず、当該の労働組合と十分協議すること。

「不適正」経理問題について
○経理執行の適正化に向けて、職員アンケート結果を基に条例・運用の改善を行い、必要な人員を配置すること。

○職員に過重な負担を強い、効率的な事務執行の妨げとなっている「厳格な執行」を「合理的な執行」に是正すること。

○必要な制度改正を国に働きかけること。

臨任・非常勤職員等の賃金・労働条件改善について

○行政補助員制度を抜本的に見直し、一方的な雇い止めは行わないこと。
○均等待遇の原則により、非常勤職員の報酬を抜本的に改善すること。

○臨任・非常勤・再任用職員の療養休暇を有給化すること。

○任用形態については、再任用希望者の意向を十分尊重すること。

ノーマライゼーションの推進について

○視覚障害者が利用可能となるよう、人事給与システム、意向申告書様式、自己観察記録様式を早急に改善すること。

○本庁舎駐車場の舗装を整備し、入口に車椅子用スロープや手すり等を設置すること。

自治体最低賃金および自治体公契約条例の制定など公正労働基準の確立について
○「安さ」のみを追求する競争入札から、公共サービスの質の向上や自治体政策実現に資する入札制度に改革するため、公正労働、雇用継続、障害者雇用、男女平等参画、環境への配慮、行政施策への協力実績等を踏まえた総合評価を落札条件とし、必要な条例を制定すること。
○自治体業務を代行・受託する法人・企業に関して自治体の公的責任を確保するため、入札の資格要件や委託契約の義務要件として、労働基準法、労働組合法、労働安全衛生法、パート労働法、男女雇用機会均等法、育児介護休業法、雇用保険法、社会保険法、労働者派遣法など労働法の遵守する旨の公正労働のための条項と、環境・人権・男女平等など社会貢献指標を設けること。
神奈川二者共闘2011春闘総決起集会に参加を！
○日　時：3月10日（木）18時～

○会　場：大通公園石の広場

○主　催

　　神奈川県公務公共サービス労働組合協議会

神奈川県交通運輸産業労働組合協議会










